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◆本資料の構成 

 第１ 仮算定の結果 

 第２ 財政安定化基金（財政調整事業分）充当の基本的な考え方 

 第３ 本算定に係る算定方法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

第１ 仮算定の結果 
１ 全体の金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・県全体費用については、医療分は一人当たり診療費の増加等により１３億円増加し、後期分は一人当たり負担見込額

の増加及び過年度精算の影響により２７億円増加したため、全体としては３７億円増加している。 

・市町村納付金額については、財政安定化基金（財政調整事業分）からの充当等により医療分は１１億円減少し、後期分

は３億円減少したため、全体として１７億円減少している。 

 
※１ 県全体費用額Ａ（医療分）＝保険給付費 
※２ 市町村納付金額Ｂ＝県全体費用 A－公費(1）（県全体で差し引くもの）－公費(2)（各市町村個別に差し引くもの） 
※３ 保険料収納必要総額Ｃ＝市町村納付金額Ｂ－公費(3)（特別調整交付金等の市町村個別の公費）＋保険料を財源とする経費 

公費(1)：前期高齢者交付金、療養給付費等負担金、保険者努力支援交付金（事業費連動分）、特別会計の剰余金等 
公費(2)：高額医療費負担金、地方単独助成事業、国特別調整交付金等 
公費(3)：保険者努力支援制度（市町村分）、特定健康診査等負担金、財政安定化支援事業等  
保険料を財源とする経費：保健事業、特定健康診査等に要する費用等 

単位：億円

凡例

1,262 326 267 令和４年度本算定

13 ▲ 11 ▲ 9 前年度差

231 109 95
27 ▲ 3 ▲ 2

84 39 34
▲ 4 ▲ 3 ▲ 3

1,576 473 395
37 ▲ 17 ▲ 13

※端数処理の関係で合計が合わない場合がある。

医療分
1,275 315 258

県全体費用額
Ａ

市町村納付金額
B

保険料収納
必要総額 C

令和５年度仮算定

介護分
80 36 31

後期分
258 106 93

合計
1,613 456 382

※1

※２ ※３
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２ １人当たりの金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和４年度本算定との比較】 

・一人当たり保険給付費については、３４４，４８４円となり、１５，４０５円増加となっている。 

・一人当たり市町村納付金額については、１２３，２６６円となり、１３５円減少となっている。 

・一人当たり保険料については、１０３，２７１円となり、１８５円増加となっている。 

・なお、一人当たり市町村納付金額及び保険料の被保険者数については、３７０，１３５人と推計しており、 

１３，３９３人減少となっている（一人当たり保険給付費を除く）。 

 

No
令和５年度

仮算定
令和４年度

本算定
差

1 344,484円 329,079円 15,405円

123,266円 ▲135円

（131,911円） （8,510円）

103,271円 185円

（111,916円） （8,830円）

4 23市町村 15市町村 8市町村

※（　）は基金を充当する前の額

項目

一人当たり保険給付費

一人当たり保険料が増加した
市町村数（対前年度）

一人当たり市町村納付金額2 123,401円

一人当たり保険料3 103,086円
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（参考） 仮算定の方法 

１ 仮算定に係る各項目の推計方法について 

① 被保険者数：コーホート要因法※1（移動率は３年平均）を採用。 

      ア ３７０，１３５人 （Ｒ４本算定では３８３，５２８人） 

イ ３７２，２１８人※2（Ｒ４本算定では３８５，６４０人） 

    ※1 前年における１歳下の被保険者数（年齢・男女別）に移動率（出生・死亡、資格取得・喪失等）を乗じて推計する方法。 

※2 診療費の推計に当たっては、推計被保険者数のうち７４歳について 12/11の値を使用することになっている。 

②１人あたり診療費：Ｒ４（３～５月）実績×過去２年（推計値を含む）の伸び率により算出。 

③１人あたり所得額：１人あたりのＲ元年～Ｒ３年の所得額の平均。 

 

２ 算定方法（算定方法の詳細については、参考資料１を参照） 

① 所得係数→国が示す係数に基づき納付金を応能分（所得割）と応益分（均等割、平等割）に按分 

② 納付金の按分方法→３方式（所得割、均等割（被保険者数）、平等割（世帯数）） 

③ 医療費指数反映係数→医療費指数を全て反映させて納付金を按分（医療費水準に応じて納付金を増減させる） 

④ 制度改正に伴う激変緩和措置財源として１．５億円を充当（Ｒ４本算定では３億円） 

⑤ 医療分及び後期分の市町村納付金軽減として財政安定化基金（財政調整事業分）※から３２億円を充当。 

※決算剰余金については、Ｒ４年度から財政安定化基金（財政調整事業分）に積み立て、市町村納付金の軽減を行う場合に取り崩しを行う。 
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第２ 財政安定化基金（財政調整事業分）充当の基本的な考え方 

昨年度、第３回福島県市町村国保運営安定化等連携会議において、基金の充当の基本的な考え方を次のとおり定めた。 

・財政運営の状況を踏まえる。 

・県全体の被保険者に平等に還元する。 

・できるだけ短期間での充当に努める。  

  ・年度間で納付金が大きく変動しないように充当額の調整を行う（年度間の平準化を図る） 

上記の基本的な考え方のほか、関係法令や基金の取崩要件等を踏まえ、令和５年度の国保事業費納付金仮算定に

ける考え方は次のとおりとする。 

 

・基金の充当なしでの仮算定の結果においては、令和４年度本算定と比較して、県全体の一人当たり納付金額は、 

医療分が３，３６４円の増加、後期分は５，６６１円の増加、介護分は５１５円の減少となり、合計で８，５１０円の増加と 

なった。 

増加する医療分と後期分を令和４年度本算定と同程度とすることにより、年度間の平準化を図りつつ、被保険者の負

担軽減を図るため、仮算定においては医療分に１２億円、後期分に２０億円の合計３２億円を充当した。 

  ・なお、令和３年度までに生じ、基金に積み立てた（予定額も含む）決算剰余金約６９億円のうち、残りの約３７億円に

係る取扱いについては、本算定の結果及び令和４年度の決算剰余金額等の状況を踏まえて、改めて検討することとし

たい。 
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第３ 本算定に係る算定方法について 

令和５年度国保事業費納付金等の算定方法については、仮算定の結果を踏まえ、次の算定方法をもとに、今後国から示され

る確定係数等を反映させることにより、算定するものとする。 

① 財政安定化基金（財政調整事業分）の活用については、本算定において再度検討する。 

② ①以外の項目については、仮算定をもとに算定する。主な項目は、以下のとおり。 

ア 診療費については、新型コロナウイルス感染症の影響が緩和されつつあるため、直近の実績の動向に注視して推

計する。 

イ 制度改正に伴う激変緩和措置の財源については、計画的・段階的に減額（▲約１．５億円）。 

ウ 標準保険料率の算定については、応能割（所得割率）と応益割（均等割額及び平等割額）の割合を段階的にシフ

トさせる。 



令和５年度国保事業費納付金等の算定方法について

参考資料１ 令和４年度第２回国民健康保険運営協議会

令和４年１２月２６日

福島県国民健康保険課



（１） 財政運営の仕組み 平成３０年度～

市町村 被保険者

④納付金の通知
標準保険料率の提示

⑤国保税を賦課

⑥国保税を納付

保険医療機関

①医療行為
（現物給付）

②一部負担金
の支払

③診療報酬請求

財政運営の責任主体

⑦納付金の納付

⑧保険給付費等交付金の支払

国保連経由
⑨診療報酬支払

県



（２） 県全体の納付金基礎額の算出 県全体費用－公費①（県全体で差し引く公費）＝納付金基礎額（C）を算出
※数値は令和５年度仮算定に用いたもの

（３） 納付金基礎額（Ｃ）を応能分・応益分に配分

応益分
２６２億円

４６．３

５３．７

×

×

当該市町村の所得／全県の所得総額
（所得割シェア）
（例）０．０３ →２２６億円×０．０３＝６．８億円

当該市町村の被保険者数／全県の被保険者数
（均等割シェア）

（例）０．０２ →２６２億円×０．０２×７０％＝３．７億円

※所得総額のシェアが高い市町村は多く配分

※人数：世帯数を７０％：３０％で按分

Ｘ町の
納付金基礎額
（医療費指数
反映前）
１１．３億円

納付金基礎額（C）
４８８億円

応能分
２２６億円

当該市町村の世帯数／全県の世帯数
（平等割シェア）
（例）０．０１ →２６２億円×０．０１×３０％＝０．８億円

１

：

β

国が示すβ（全国平均と比較した本県の所得水準）
令和４年１１月１日厚労省通知 医療分０．８６３ 後期分０．８６４ 介護分０．８５１
→応能のシェア：応益のシェア＝４６．３：５３．７

納付金
基礎額（C）
４８８億円

医療分

後期高齢者
支援金分

介護
納付金分

１，２７５億円
公費①
９２９億円

納付金基礎額（C）
３４６億円

２５８億円
公費①
１５２億円

納付金基礎額（C）
１０６億円

８０億円公費①
４４億円

納付金基礎額（C）
３６億円

県全体費用（推計）



（４） 医療費指数を反映（医療分のみ）→各市町村の納付金基礎額（ｃ）を算出

αの効果 （医療費指数＝１．２ γ＝１と仮定）
①α＝１ 【医療費指数をすべて反映】
１０億円×（１＋ １×（１．２－１））×１＝１０億円×１．２＝１２億円

②α＝０．５の場合 【医療費指数を半分反映】
１０億円×（１＋０．５×（１．２－１））×１＝１０億円×１．１＝１１億円

③α＝０の場合 【医療費指数の影響を受けない】
１０億円×（１＋ ０×（１．２ー１））×１＝１０億円× １＝１０億円

（５） 各市町村の納付金基礎額（ｃ）－公費②（各市町村ごとに差し引く公費）＝納付金（ｄ）を算出

納付金（ｄ）総額
４５６億円
（令和５年度仮算定）

A市
納付金基礎額（c）

納付金基礎額（医療費指数反映前）×（１＋α×（医療費指数－１））×調整係数（γ）＝納付金基礎額（ｃ）

医療費指数反映係数α（０≦α≦１）

B町

C村

公費

納付金基礎額（c）
公費

納付金基礎額（c）
公費



（６） 市町村ごとの個別経費を加算・減算

令和５年度納付金（見込）

当該市町村の
納付金 ｄ

（保険料軽減総額を含む）

保健事業などの保険料を
財源とする経費

保険料収納
必要総額

e

個別加算

標準保険料率の算定に
必要な保険料総額

※次頁以降参照

特別調整交付金等の
市町村個別の公費

個別減算



（７） 市町村標準保険料率の算定方法（概要）

当該市町村の
納付金 d

市町村ごとの保健事
業などの保険料を財
源とする経費

保険料収納
必要総額 e ＋

当
該
市
町
村
の
収
納
率
反
映
分

＝ 当該市町村が賦課すべき
保険料総額 e'

【計算例】
市町村が保険料として収納すべき金額：９億円
市町村の収納率：９０％
→賦課すべき保険料：１０億円
※ 【参考】令和５年度標準保険料率に用いた当該市町村の

収納率
･･･令和元年～令和３年度の市町村規模別の平均収納率

・市町村標準保険料率【３方式（所得割・均等割・平等割）】
・市町村独自の算定方式による標準保険料率

県→市町村

特別調整交付金等の
市町村個別の公費

収納率 反映分 保険料率

高 小 低

低 大 高



（８） 市町村標準保険料率の算定方法（詳細）

当該市町村が賦課すべき
保険料 e'

β'

：

１

４７．１

５２．９

応能分

応益分

所得割率 ＝応能分の保険料／
当該市町村の所得総額

均等割額 ＝応益分の保険料／
当該市町村の被保険者数
×均等割指数（７０％）

平等割額 ＝応益分の保険料／
当該市町村の世帯数
×世帯割指数（３０％）

※各指数は、国民健康保険法第２９条の７第２項を基準に指数化したもの。

＜計算例＞
Y市の賦課すべき保険料が２，０００万円、所得総額が９，７００万円、被保険者数５１５人、世帯数４１２世帯とし、課税方式が３方式の場合
●所得割率 応能分９７０万円／所得総額９，７００万円×所得割指数１００％＝１０％
●均等割額 応益分１，０３０万円／被保険者数５１５人×均等割指数７０％＝１４，０００円
●平等割額 応益分１，０３０万円／世帯数４１２世帯×平等割指数３０％＝７，５００円

県独自のβ’値（全国平均と比較した本県の所得水準を使用せず、市町村の賦課割合の実績（応能割＞応益割）とする考え）
具体的には、平成３０年度の標準保険料率算定におけるβ´値（医療分１．１９１８、後期分１．１９７０、介護分１．１６７２）を国が示すβ値に
徐々に近づける。
【参考 令和５年度標準保険料率に用いたβ´値】
医療分０．８９２（47.1：52.9） 、後期分０．８９２（47.1：52.9）、介護分０．８７９（46.8：53.2）
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